
テーマ１：自然災害と生態系サービスの関係性に基づいた
創造的復興に関する研究

九州大学 島谷幸宏
熊本大学 皆川朋子
九州大学 樋口明彦



サブテーマ(1)：地域循環共生圏の確
立と創造的復興の総合化（島谷）

サブテーマ(2)：自然災害と生態系
サービスの関係性からみた創造的復興
手法の提案（皆川）

サブテーマ(3)：災害による文化的サー
ビスの変容とマネジメント手法（樋口）

プロジェクト全体の総括

草原の大都市圏への水供給サービスの定量的評価

攪乱と生物多様性との関係性把握

景観ガイドライン

成果目標

グリーンレジリエンス（災害直後の自然資源活用）

木材・石材の公共事業への利用

斜面崩壊リスクの回避低減

治水＋生物多様性保全

テーマ１：自然災害と生態系サービスの関係性に基づいた
創造的復興に関する研究

テーマ１：自然災害と生態系サービスの関係性に基づいた
創造的復興に関する研究

調整サービス

供給サービス

文化的サービス

生息地生育地
サービス

全体

生態系サービス



テーマ１：自然災害と生態系サービスの関係性に基づいた
創造的復興に関する研究

テーマ１：自然災害と生態系サービスの関係性に基づいた
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サブテーマ１

地域循環共生圏の確立と創造的復興の総合化

総括と草原水資源、災害直後の自然資源の利用



サブテーマ1 成果① 草原の水資源供給量は樹林より大きい

ヤシャブシスギ・ヒノキササ（C3)ススキ（C4)

約200mm 出典1約250mm約200mm約130mm年間蒸散量

ほとんどの期間でLAIが3以上のため、寄与は限定的（ゼロに近い）林床面蒸発

年間蒸発量
スギ・ヒノキより
若⼲低い8〜13% 出典2

スギ・ヒノキより低い
と考えられる

スギ・ヒノキより低い
と考えられる遮断蒸発

ススキ ＜ ササ ＜ ヤシャブシ ＜ スギ・ヒノキ年間蒸散・蒸発量

年間300から400㎜程度は、蒸発散
量に差があると考えられる

但し、ススキの遮断蒸発量につい
ては今後研究が必要

樹液流の測定
・カルデラ
・ダム



サブテーマ1 成果① 水源涵養は都市圏、有明海、農業に対して重要であり、地域循環共生圏として重要

2003年の草原がすべて樹林に変わった場合、
蒸散のみ1090万㎥/年

遮断込み 2500-3400万㎥/年の差

福岡都市圏に導水する水
は年間6000～7000万㎥

研究課題２－１で阿蘇カルデラの地下水と熊本都市圏の地下水がつながっている、カルデラの
地下水涵養が白川を通して、地下水涵養

１億㎥

有明海のノリが色落ちした時に、ダム
から緊急放流 120～3000万㎥



7

395億円 68億円747億円66億円

1279億円

インプットデータ
• 産業に対する水・土地の寄与率を算出し、産業連関表を作成する
• 農業GDPの経年変化に対して農業用水の利用と耕作地面積がどのように変化したか

水・土地含む産業連関表の付
加価値額（％）

通常の産業連関表の
付加価値額（％）

福岡県

6,638 (5.19)39,200 (30.6)資本

74,796 (58.48)30,490 (23.8)労働

58,210 (45.5)その他

39,572 (30.94)農業用水

6,894 (5.39)耕作地

127,900127,900合計 現在と同規模の経済活動を維持するためには
水がより希少になり今後価値が高まっていく

応用一般均衡モデル
1.企業の利潤最大化
2.家計の消費効用最大→最適化
3.技術力、労働力、水資源の量といっ
たパラメータ変化を動学条件に加える

サブテーマ1 成果① 水源涵養は都市圏、有明海、農業に対して重要であり、地域循環共生圏として重要

結果
• 福岡県の農業経済に対して、水の寄与は30.9％



・同程度の規模のため比較しやすい

サブテーマ１ 成果② 自然の水・自然資源由来の食糧は災害直後のレジリエンスにの向上に寄与
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椿が丘 南阿蘇
備蓄あり 近所の人
配給 避難所
地域外からの支援

食料の調達

食料に関して備蓄はあったが使えなかった項目平均の割合

椿が丘：38％ >> 南阿蘇：2％

水
家庭での備蓄量に限界
湧水・小川⇒無限

どこにあるか知っている

食料
量的に：南阿蘇＞熊本市
活用力：南阿蘇＞熊本市

結論
自然資源の利用は災害発生時のレジリ

エンスを高める
量と活用力（コミュニティ力）が重要

椿が丘



サブテーマ２

自然災害と生態系サービスの関係性からみた創造的復興手法の提案



対象データ：平成24年九州北部豪雨災害

1347箇所

1次斜面内の植生
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■脆弱な火山地域であっても樹木の斜面崩壊抑制
が認められる 森林の機能を活用した減災

針葉樹、広葉樹、広葉樹二次林＞二次草原、低木

図4 立木の量

成果① 斜面崩壊リスク・緩衝林の評価



■森林、草原の崩壊深

成果① 斜面崩壊リスク・緩衝林の評価

■緩衝林（暴露低減）の配置

⇒傾斜15～17度の斜面
に配置されたスギや広葉
樹の壮齢林が暴露回避
のための緩衝林として機
能している可能性
（既往知見と一致）

平成24年九州北部豪雨及
び平成28年熊本地震を対象
に空中写真を用いて評価

＋崩壊土砂量
（面積×崩壊深）

＋流木量（樹木密度、樹高）

＋下流の土地利用
（集落や水田までの距離など）

を考慮し災害リスク評価を行う 崩壊深： 森林 ＞ 草原
（九州北部豪雨災害及び熊本地震）

⇒崩壊土砂量は多く、流木が加わることで被害は
より甚大

下流への災害リスク評価へ

図2.9 1時間最大雨量120㎜における針葉樹

林斜面の崩壊リスク予測結果



成果② 治水＋生物多様性機能の強化策

①自然地形と氾濫リスクの関係性評価 ②氾濫予測（現況対策+計画2遊水地

・1/30を超える降雨で氾濫が生じ、浸水被害は回避できない
・下流へのピークカット量は60m³/s程度



③遊水地・水害防備林・横堤などを用いた治水効果の評価

現況 横堤設置

・横堤・輪中堤→集落の浸水被害は回
避することができるが
上下流バランスの検討が必要

 1/50では浸水域が内牧を除いて遊水地内に限定される
 1/300において内牧では浸水深が1～2ｍ→0.5m程度に減少
 ピークカット量は1/50,1/300,1/1000でそれぞれ87.5,286.2,522m³/sとなる

水害防備林
導入箇所

・水害防備林→家屋流出戸数が33％減少

内牧
内牧

成果② 治水＋生物多様性機能の強化策



南阿蘇村と連携し試験導入

④ 田んぼダムの治水効果の評価

田んぼダムの価値
防災意識の向上、地域防災力の強化
下流域の被害軽減、地下水涵養機能

の強化 下流域への想い
防災力の強化、
行政—住民、流域間連携のツール

成果② 治水＋生物多様性機能の強化策



遊水地＝かつての氾濫原環境を再生
生物多様性の保全機能の強化

⑤遊水地を活用した生物多様性機能の強化

9000年前の阿蘇谷（長谷川他（2010））

湧水や地下水により水域
が形成

無田遊水地

小倉遊水地

手野遊水地

旧河道 遊水地計画反映

生物調査地点

オヤニラミ（環境省絶滅危惧ⅡB）の生息が
継続できる遊水地の設計をしていただくよう
行政（県）及び設計コンサルタントに説明
（2020.5）

これを保全した遊水地計画が立案

■重要種27種を含む357種確認、氾濫原依存種の生息場として
機能、ただし、効率優先の土砂植生管理が実施

熊本県資料より

成果② 治水＋生物多様性機能の強化策

■環境教育読本作成



北向谷原生林の中にモザイク状に存在する二次林は、繰り返し起こる攪乱によるさまざまな遷移段階から成立して
いる。二次林といえども自然植生であり、北向谷の原生林はその中にさまざまな遷移段階の二次林が存在する動
的平衡状態にあること、またさまざまな遷移段階が含まれることにより、相乗的な生物多様性が維持されていること
が示された。

周期的な撹乱による植生の変化

北向谷原生林の斜面上部は頻繁な撹乱によって，
いくつかの遷移段階を示す二次林となっている．

斜面上部が崩壊しやすい溶岩層となっており，
撹乱頻度に影響していると考えられる．

成果③ 生息生息地サービス かく乱



阿蘇の高森町野尻において、採草と野焼きの頻度が異なる草原を利用して、植生調査を行い、クラス
ター解析を行うことによって、採草・野焼きといった人為的攪乱の頻度によって成立する草原が異なるこ
とが明らかとなった。

阿蘇の草原における人為的攪乱と生物多様性の関係性の解明

最も採草の
頻度が⾼い
草原

野焼きの頻度
が⾼い草原

採草と野焼きの頻度によって左図のように、
異なる種組成の草原が成立していることが
分かった。阿蘇の草原における種多様性を
高めている要因の一つに、草原維持のため
の人為的攪乱の頻度の違いが関係している
と考えられる。

成果③ 生息生息地サービス かく乱



サブテーマ３

災害による文化的サービス

の変容とマネジメント手法

自然災害の頻発化・激甚化

文化的サービスの質に無配慮な公共土木工事
=災害の度に文化的サービスの質が低下

災害復旧を文化的サービス強化の機会として捉えた
一般的な災害復旧手法とは異なる

創造的復興型アプローチの創出の必要性

文化的サービスを考慮した

国立公園内の災害復旧

景観ガイドラインの作成

公共事業における

自然資源・循環資源の

活用手法の提案



成果① 景観ガイドライン

• 大 規 模 災 害 復 旧 事 業 で は 緊 急 性 を 優 先 。
景観への配慮 事後に別途実施するかどうか検討。

• 河川,道路等の維持管理業務担当者には阿蘇の景観
の特殊性に配慮すべきとの意識は存在。具体的方針
やマニュアルは存在せず,担当者個々の判断による
部分が大。

• 砂防・治山分野も,景観の特殊性への認識はあるが,
具体的な対策は試行錯誤段階。

• 環境省も含め国・県・市町村の間で,横断的なルー
ルの必要性を感じている職員は多いが,具体的な取
り組みは進んでいない。

• 地元市町村の景観計画は世界文化遺産に向けた動き
に合わせ県のリードで急遽整備。表層的記述のみで
実効性なし。

国道事務所,県土木事務所,市町村土木関連部署へのヒ
アリング,環境省主催の行政関係者他の意見交換会から
明らかになったこと

世界文化遺産候補地にはカルデラ床部分も含まれるが, 阿蘇谷, 南郷谷とも具体
的な景観関連の規制は自然公園法普通地域の規制と景観農振の規制のみで, カル
デラ床部分をカバーするルールが未整備

カルデラ床部分を中心に,関係行政間で共有された
景観コントロールのガイドライン確立が急ぎ必要

景観ルール未整備



阿蘇の現状についての客観的な市民意識を把握するため観光客600人へアンケートを実施
・コンクリートを用いたものは「阿蘇らしくない」との評価が大
・歴史的な石積みや緑で覆われたものは「阿蘇らしい」との評価が大

成果① 景観ガイドライン



• 祖先たちの手で守られてきた田園景観に内在する｢作法｣

を大切にする

• 工作物は出来るだけ目立たないように配慮する

• 石材や木材などの地域循環資源を有効に活用する

• CO2排出を抑制し地球環境に優しい手法を用いる

• 地域経済に貢献する仕組みを盛り込む

第一部：阿蘇国立公園における景観設計の基本的な考え方
1.阿蘇の景観保全にまつわる歴史
2.地域にとって「風景」を良くすることの価値と必要性
3.現行の土木構造物が阿蘇にもたらしている課題
4.地域循環共生圏の考え方を取り入れた土木構造物のあり方

第二部：エリア別の景観特性と課題
第三部：工種別の景観設計上の課題と方針

1.牧野系
牧野道・牧柵
2.治山系
斜面崩壊防止工・谷止工（治山ダム）・山腹工
3.河川系
護岸工、護床工・砂防工、工事用道路・遊水池・橋梁
4.道路および道路付属物
道路法面工・標識、案内板・落石防護工
5.農地系（農地復旧、水路復旧）
農地法面・水路工
6.集落系
宅地造成、宅地復旧

第四部：阿蘇の風景を守っていくために（提言）
1.官民一体の合意の必要性
2.国立公園総合型協議会とビジョンの働き
3.関係する計画のアップデートについて

景観ガイドライン案の構成 基本としている考え方

第三部の構成イメージ（例：河川護岸）

①白川で広く認められる現状と
課題につての解説

②古写真等過去資料の分析

⑤優れた先進事例の考え方・
手法等の解説

⑥今後の望ましい河川改修の
あり方の提案

③地域資源循環の概念

④観光客の意見

成果① 景観ガイドライン



コンクリート
ブロック擁壁 石積み擁壁

1m ２事業費 20,000円 26,000円

地域内の支払金額 6,300円 17,200円

お金の地域内循環率 31% 64%

製造・据付の過程
で排出される

CO2の環境コスト
1,500円 1,000円以下

石積みと木製レールの 地域内循環率・CO2排出量

鉄製レール スギ製レール

長さ1m当たり
のレールコスト

8,000円 8,000円

事業費のうち
地域内の支払い残額

0円 8,000円

お金の地域内循環率 0% 100%

製造・据付の過程
でのCO2の排出量 40kg -40kg

成果② 木材・石材の公共事業への利用



阿蘇固有の石積みは重要な歴史的･文化的資産,風景構成要素であることを確認
補修･修復等に必要な地元の石材を地域循環資源として確保するストーンバンクを提案

成果② 木材・石材の公共事業への利用



未利用の森林資源を地域循環資源として活用する可能性を検討
スギ大径木の新たな活用方法｢木製ガードレール｣を提案、その効果を検証→可能性あり

成果② 木材・石材の公共事業への利用



まとめ

・草原は水資源涵養機能が樹林より大きく、水資源の保全の価値が高いことを示した。
・大都市圏、有明海、農業に草原からの水資源は恵みをもたらし、地域循環共生圏を構築しうることを示
した。
・水、農産物などの自然資源は災害直後の災害レジリエンスを高めるのに有効（グリーンレジリエンス）
であり、量と活用力が重要であり、施策への展開が求められる。

・緩傾斜樹林、水害防備林、横堤、田んぼダムなどのEco-DRR手法は災害リスクを低減する創造的復
興手法としての有効性を示した。
・遊水地は生物多様性の保全にとっての価値があり、創造的復興手法としての有効性を示した。

・景観ガイドライン作成し、景観の価値を保持する手法を提案した。
・公共事業への石材、木材の利用は経済地域循環率、CO2削減、景観上有効な手段としての価値創出
を行い、創造的復興の手法として有効であることを示した。



環境政策等への貢献
＜行政等が既に活用した成果＞

・阿蘇草原再生協議会が策定した「阿蘇草原再生全体構想＜第３期＞」（令和３年11月）

阿蘇草原に関する科学的知見が活用（水源涵養効果・水循環（P12～13）、防災・減災（P14）等）

・阿蘇草原再生情報戦略会議への参加、知見の提供

・第13回全国草原サミットシンポジウム阿蘇分科会（令和３年9月）、

第４回阿蘇草原再生千年委員会（令和３年12月）における成果の報告

・阿蘇くじゅう国立公園（阿蘇地域）管理運営計画策定検討会にて、石材・木材のインフラ活用、

景観ガイドライン等）を提供

・熊本県との遊水池の維持管理、設計時の配慮について協議・合意

＜行政等が活用することが見込まれる成果＞

・気候変動適応における広域アクションプラン策定事業との連携

・ストーンバンクのメカニズムについて、成立可能性について地元自治体と共に議論を進めていくことを予定



研究目標の達成状況

「目標を大きく上回る成果をあげた」

理由
①当初目標としていた研究成果がほぼすべて達成できた。

②研究成果の政策への反映が環境省、熊本県、南阿蘇村などにすでに始まってい
る。この点は特に予想を大幅に上回っている。
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